
地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令案及び 
地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める

省令の一部を改正する省令案 
（概要） 

１ 概要  

地方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成 12 年政令第 16 号）に定められる手数料の

標準額については、地方分権推進計画に基づき、定期的に見直しが行われているところであり、

今般、手数料の標準額の見直しを行い、以下の改正を行うもの。また、地方公共団体の手数料

の標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令（平成 12 年自治省令第

５号）について、以下の改定を行うもの。 
 

２ 改正内容  

○地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令案 

・ 物価水準や人件費単価の変動に伴い現行の手数料の標準額との乖離が大きくなっている事

務及び事務の内容の変化に伴い現行の手数料の標準額の見直しが必要となる事務について改

正を行う。 

 ※具体的な改正の内容は別表のとおり。 

 

○地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令の

一部を改正する省令案 

・ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令本則の表 21 の項の２の総務省令で定める金額

（危険物取扱者免状の写真の書換え）を、1,600 円から 1,800 円に改める。 

・ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令本則の表 23 の項の２の総務省令で定める金額

（消防設備士免状の写真の書換え）を、1,600 円から 1,800 円に改める。 

 

３ スケジュール  

○地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令案 

 閣議予定日 令和８年 12 月下旬 

 施行予定日 令和９年４月１日 

（ただし、消防法に基づく危険物取扱者免状、消防設備士免状及び消防設備士試験に係る改正

規定は令和９年５月１日、行政書士法に基づく行政書士試験に関する事務については令和 10

年４月１日とする。） 

 

○地方公共団体の手数料の標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令の

一部を改正する省令案 

施行予定日 令和９年５月１日 

※ 上記政令案の消防法に基づく危険物取扱者免状及び消防設備士免状に関する事務の施

行予定日と同日 

別紙１ 



(別表)  

手数料を徴収する事務名 
現行 

金額 

改定後 

金額 

○児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）関係 

７の項の１ 児童福祉法第 18 条の８第２項の規定に基づく

保育士試験の実施 
12,700 13,800 

７の２の項の１ 児童福祉法第 18条の 18 第１項の規定に

基づく保育士の登録の申請に対する審査 
4,200 6,100 

同項 児童福祉法第 18条の 18 第１項の規定に基づく保育

士の登録の申請に対する審査（地域限定保育士から保育

士への移行の場合） 

－ 6,000 

７の２の項の２ 児童福祉法施行令第 17条第１項の規定に

基づく保育士登録証の書換え交付 
1,600 2,300 

７の２の項の３ 児童福祉法施行令第 18条第１項の規定に

基づく保育士登録証の再交付 
1,100 1,500 

○風営適正化法（昭和 23 年法律第 122 号）関係 

14 の項 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律第 24 条第６項の規定に基づく営業所の管理者に対する

講習 

650 750 

14 の 10 の項 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律第 31 条の 23 において準用する同法第 24条第６項

の規定に基づく営業所の管理者に対する講習 

650 750 

○消防法（昭和 23 年法律第 186 号）関係 

16 の項の２ 消防法第 11 条第１項前段の規定に基づく貯蔵

所の設置の許可の申請に対する審査 

ハ 準特定屋外タンク貯蔵所（岩盤タンクに係る屋外タ

ンク貯蔵所を除く。）の設置の許可の申請に係る審査 

570,000 690,000 

同項 ニ 特定屋外タンク貯蔵所（浮き屋根式特定屋外タ

ンク貯蔵所、浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所及び岩盤タ

ンクに係る屋外タンク貯蔵所を除く。）の設置の許可の

申請に係る審査 

 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリットル以上 5,000

キロリットル未満 

880,000 1,070,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロ

リットル以上 10,000 キロリットル未満 
1,070,000 1,300,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 10,000 キロ

リットル以上 50,000 キロリットル未満 
1,200,000 1,450,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 50,000 キロ

リットル以上 100,000 キロリットル未満 
1,520,000 1,830,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キ

ロリットル以上 200,000 キロリットル未満 
1,780,000 2,140,000 



手数料を徴収する事務名 
現行 

金額 

改定後 

金額 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キ

ロリットル以上 300,000 キロリットル未満 
4,070,000 4,930,000 

－上記審査において、 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キ

ロリットル以上 400,000 キロリットル未満 
5,340,000 6,490,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 
6,490,000 7,870,000 

同項 ホ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に係る審査 

 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリットル以上 5,000

キロリットル未満 

1,450,000 1,620,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロ

リットル以上 10,000 キロリットル未満 
1,720,000 1,920,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 10,000 キロ

リットル以上 50,000 キロリットル未満 
1,920,000 2,140,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 50,000 キロ

リットル以上 100,000 キロリットル未満 
2,360,000 2,620,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キ

ロリットル以上 200,000 キロリットル未満 
2,740,000 3,040,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キ

ロリットル以上 300,000 キロリットル未満 
5,640,000 6,290,000 

－上記審査において、 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キ

ロリットル以上 400,000 キロリットル未満 
7,240,000 8,080,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 
8,790,000 9,810,000 

同項 ヘ 岩盤タンクに係る屋外タンク貯蔵所の設置の許

可の申請に係る審査 

 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロリットル未満 

5,930,000 7,200,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 500,000 キロリットル未満 
7,470,000 9,080,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キ

ロリットル以上 
10,900,000 13,300,000 

20 の項の１ 消防法第 11 条の２第１項の規定に基づく貯蔵

所の設置の許可に係る完成検査前検査 

ハ 基礎・地盤検査 

危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリットル以上 5,000

キロリットル未満 

420,000 470,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロ

リットル以上 10,000 キロリットル未満 
560,000 630,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 10,000 キロ

リットル以上 50,000 キロリットル未満 
730,000 810,000 



手数料を徴収する事務名 
現行 

金額 

改定後 

金額 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 50,000 キロ

リットル以上 100,000 キロリットル未満 
960,000 1,070,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キ

ロリットル以上 200,000 キロリットル未満 
1,090,000 1,220,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キ

ロリットル以上 300,000 キロリットル未満 
1,660,000 1,860,000 

－上記審査において、 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キ

ロリットル以上 400,000 キロリットル未満 
1,900,000 2,120,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 
2,120,000 2,370,000 

同項 ニ 溶接部検査（完成検査前検査） 

危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリットル以上 5,000

キロリットル未満 

530,000 590,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロ

リットル以上 10,000 キロリットル未満 
680,000 760,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 10,000 キロ

リットル以上 50,000 キロリットル未満 
1,030,000 1,140,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 50,000 キロ

リットル以上 100,000 キロリットル未満 
1,410,000 1,570,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キ

ロリットル以上 200,000 キロリットル未満 
1,780,000 1,980,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キ

ロリットル以上 300,000 キロリットル未満 
3,430,000 3,810,000 

－上記審査において、 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キ

ロリットル以上 400,000 キロリットル未満 
4,190,000 4,650,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 
4,800,000 5,320,000 

同項 ホ 岩盤タンク検査（完成検査前検査） 

危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロリットル未満 
9,320,000 10,400,000 

－上記審査において、 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 500,000 キロリットル未満 
12,600,000 14,000,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キ

ロリットル以上 
17,300,000 19,200,000 

21 の項の１ 消防法第 13 条の２第３項の規定に基づく危険

物取扱者免状の交付 
2,900 3,300 

21 の項の２ 危険物の規制に関する政令第 34条の規定に基

づく危険物取扱者免状の書換え 
700 800 

21 の項の３ 危険物の規制に関する政令第 35条第１項の規

定に基づく危険物取扱者免状の再交付 
1,900 2,100 



手数料を徴収する事務名 
現行 

金額 

改定後 

金額 

21 の項の５ 消防法第 13 条の 23の規定に基づく危険物の

取扱作業の保安に関する講習 
5,300 6,000 

22 の項 消防法第 14条の３第１項又は第２項の規定に基づ

く特定屋外タンク貯蔵所の保安に関する検査 

イ 特定屋外タンク貯蔵所（岩盤タンクに係る屋外タン

ク貯蔵所を除く。）の保安に関する検査 

 危険物の貯蔵最大数量が 1,000 キロリットル以上 5,000

キロリットル未満 

320,000 360,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 5,000 キロ

リットル以上 10,000 キロリットル未満 
460,000 520,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 10,000 キロ

リットル以上 50,000 キロリットル未満 
750,000 840,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 50,000 キロ

リットル以上 100,000 キロリットル未満 
1,020,000 1,140,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 100,000 キ

ロリットル以上 200,000 キロリットル未満 
1,300,000 1,440,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 200,000 キ

ロリットル以上 300,000 キロリットル未満 
3,150,000 3,500,000 

－上記審査において、 危険物の貯蔵最大数量が 300,000 キ

ロリットル以上 400,000 キロリットル未満 
3,870,000 4,290,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 
4,460,000 4,950,000 

同項 ロ 岩盤タンクに係る特定屋外タンク貯蔵所の保安

に関する検査 

危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キロリットル未満 

2,690,000 3,000,000 

－上記審査において、 危険物の貯蔵最大数量が 400,000 キ

ロリットル以上 500,000 キロリットル未満 
3,230,000 3,590,000 

－上記審査において、危険物の貯蔵最大数量が 500,000 キ

ロリットル以上 
4,830,000 5,360,000 

23 の項の１ 消防法第 17 条の７第 1 項の規定に基づく消防

設備士免状の交付 
2,900 3,300 

23 の項の２ 消防法施行令第 36条の５の規定に基づく消防

設備士免状の書換え 
700 800 

23 の項の３ 消防法施行令第 36条の６第１項の規定に基づ

く消防設備士免状の再交付 
1,900 2,100 

23 の項の４ 消防法第 17 条の 8第 3 項の規定に基づく消防

設備士試験の実施 

イ 甲種消防設備士試験 

6,600 7,300 

同項 ロ 乙種消防設備士試験 4,400 5,000 



手数料を徴収する事務名 
現行 

金額 

改定後 

金額 

23 の項の５ 消防法第 17 条の 10の規定に基づく工事整備

対象設備等の工事又は整備に関する講習 
7,000 7,800 

○保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）関係 

24 の項の１ 保健師助産師看護師法第 18 条の規定に基づく

准看護師試験の実施 
6,900 8,900 

○火薬類取締法（昭和 25 年法律第 149 号）関係 

37 の項の１ 火薬類取締法第 31条第３項の規定に基づく丙

種火薬類製造保安責任者免状又は火薬類取扱保安責任者

免状に係る試験の実施 

18,000 20,000 

○行政書士法（昭和 26 年法律第４号）関係 

44 の項 行政書士法第３条第２項の規定に基づく行政書士

試験の施行 
10,400 12,000 

○銃砲刀剣類所持等取締法（昭和 33 年法律第６号）関係 

66 の項の２ 銃砲刀剣類所持等取締法第６条第１項の規定

に基づく国際競技に参加するため入国する外国人の銃砲

等又は刀剣類の所持の許可の申請に対する審査 

3,900 3,700 

同項 銃砲刀剣類所持等取締法第６条第１項の規定に基づ

く国際競技に参加するため入国する外国人の銃砲等又は

刀剣類の所持の許可の申請に対する審査（同時申請） 

1,800 1,600 

66 の項の４ 銃砲刀剣類所持等取締法第７条第２項の規定

に基づく許可証の再交付 

イ 銃砲刀剣類所持等取締法第４条第１項の規定に基づ

く許可に係る許可証の再交付 

1,900 2,100 

同項 ロ 銃砲刀剣類所持等取締法第６条第１項の規定に

基づく許可に係る許可証の再交付 
1,900 1,700 

○液化石油ガス法（昭和 42 年法律第 149 号）関係 

84 の項 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関

する法律第 37 条の４第３項において準用する同法第 37

条の２第１項の規定に基づく充てん設備の所在地、構

造、設備又は装置の変更の許可の申請に対する審査 

17,000 19,000 

○職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）関係 

91 の項の１ 職業能力開発促進法施行令第２条第１号の規

定に基づく技能検定試験の実施 

イ 実技試験 

18,200 20,400 

○警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）関係 

102 の項の３ 警備業法第 22 条第５項の規定に基づく警備

員指導教育責任者資格者証の書換え 
1,800 2,000 

103 の項の３ 警備業法第 42 条第３項において準用する同

法第 22 条第５項の規定に基づく機械警備業務管理者資格

者証の書換え 

1,800 2,000 



手数料を徴収する事務名 
現行 

金額 

改定後 

金額 

○不動産特定共同事業法（平成６年法律第 77 号）関係 

105 の２の項の１ 不動産特定共同事業法第 41条第１項の

規定に基づく小規模不動産特定共同事業の登録の申請に

対する審査 

60,000 66,000 

105 の２の項の２ 不動産特定共同事業法第 41条第３項の

規定に基づく小規模不動産特定共同事業の登録の更新の

申請に対する審査 

60,000 66,000 

 

 


